
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案554   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和47年４月から48年３月までの期間及び49年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和12年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和47年４月から48年３月まで 

                          ② 昭和49年１月から同年３月まで 

私は、昭和44年に国民年金制度について新聞記事で知り、義母にも勧

められ、国民年金に加入した後、保険料をきちんと納付したにもかかわ

らず、申立期間のみ納付済期間とされていないことに納得できないため、

調査の上、記録を訂正してもらいたい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は、いずれも12か月以内と比較的短期間であるととも

に、申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保

険料をすべて納付している上、昭和44年１月から61年３月までの期間（合

計207月)について国民年金に任意加入する等、申立人の納付意識は高かっ

たものと考えられる。 

   また、Ａ市区町村が保管する国民年金被保険者名簿及び検認票によれば、

申立期間①及び②前後の昭和46年４月から47年３月までの期間、48年４月

から同年12月までの期間及び49年４月から同年12月までの期間の国民年金

保険料はすべて現年度納付されている上、両申立期間の前後を通じて、申

立人の生活状況等に大きな変化は認められないことなど、両申立期間に係

る国民年金保険料の納付を妨げるような事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、両申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

    



徳島厚生年金 事案533 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所(現在は、Ｂ事業所)における資格取得日は昭和45年６

月16日、資格喪失日は同年12月31日であると認められることから、申立人

の厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和45年６月から同年

９月までは４万5,000円、同年10月及び同年11月については10万円とするこ

とが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和42年４月ころから43年１月26日まで 

             ② 昭和43年９月４日から52年６月ころまで 

             ③ 昭和52年12月ころから54年６月ころまで 

             ④ 昭和55年９年ころから59年６月ころまで 

申立期間①について、Ｃ事業所 (現在は、Ｄ事業所)にＥ業務員として

昭和42年４月から勤務していたにもかかわらず、当該事業所における厚

生年金保険被保険者資格の取得日が43年１月26日となっていることに納

得できない。 

申立期間②については、Ａ事業所に、及び申立期間③については、Ｆ

事業所にそれぞれ勤務し、Ｇ業務に従事していたにもかかわらず、厚生

年金保険の被保険者記録が無いことに納得できない。 

申立期間④について、Ｈ事業所に作業員として勤務していたにもかか

わらず、厚生年金保険の被保険者記録が無いことに納得できない。 

 すべての申立期間について、調査の上、厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②に係るＡ事業所については、勤務内容に係る申立人の具体

的な供述及び同僚の供述から判断すると、申立人が同社に勤務していた



ことは推認できる。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人と同姓同名で生年月日の一部が相違し、基礎年金番号に統合されてい

ない厚生年金保険の被保険者記録（健康保険整理番号＊番、資格取得日

は昭和45年６月16日、資格喪失日は同年12月31日）が確認できるところ、

申立人は、「事業所は特定できないものの、過去に生年月日を偽って勤

務したことがある。Ｉという同僚と一緒の班で仕事をしたことがある。」

と供述している上、前述の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

昭和45年６月13日に資格取得しているＩ氏は、「申立人と一緒の班で仕

事をした記憶がある。」と供述していることから判断すると、当該被保

険者名簿において確認できる申立人と同姓同名の厚生年金保険の被保険

者記録は、申立人の記録であると推認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和45年６月16日

に被保険者資格を取得し、同年12月31日に資格を喪失した旨の届出を社

会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ事業所に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、昭和45年６月から

同年９月までは４万5,000円、同年10月及び同年11月については10万円と

することが妥当である。 

２ 申立期間①については、Ｄ事業所が保管する、申立期間①当時の入籍

簿及び除籍簿により、申立人が昭和43年１月26日に臨時工としてＣ事業

所に入社し、「Ｊ部門」に配属され、同年９月４日に依願退職している

ことが確認でき、申立期間①に係る勤務実態を確認することができない。 

また、前述の入籍簿及び除籍簿に係る申立人の記録は、Ｃ事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録と一致してい

る上、当該被保険者名簿において、申立期間①当時、厚生年金保険の被

保険者記録の確認できる20人から供述が得られたが、申立人を記憶する

者はいないことなど、申立人の申立期間①における勤務実態、厚生年金

保険の加入状況、給与からの保険料控除をうかがわせる関連資料や供述

は得られない。 

さらに、前述の被保険者名簿において、昭和42年４月３日から申立人

が厚生年金保険被保険者資格を取得する43年１月26日までの記録に、申

立人の氏名等は確認できない。 

３ 申立期間②のうち、昭和43年９月４日から45年６月16日までの期間及

び同年12月31日から52年６月ころまでの期間については、申立事業所に

照会しても、当該期間当時の資料が保管されていないため、申立人の勤

務期間等について確認することができない上、当時の同僚に照会しても、

申立人の勤務期間に係る供述を得られないことから、当該期間における



申立人の勤務実態等の確認ができない。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

昭和43年９月２日から52年６月28日までの期間に係る厚生年金保険の被

保険者記録に、申立人の氏名が確認できるのは前述の基礎年金番号に統

合されていない健康保険整理番号＊番の記録のみであり、ほかに申立人

の氏名等は無く、欠番も無い。 

４ 申立期間③については、申立人は、「Ｆ事業所本社のＫ氏から毎月給

与を支給されていた。」と主張しているところ、Ｆ事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者原票によれば、申立期間③当時、申立人が記憶

する前述の同僚と同姓同名のＫ氏（故人）について、厚生年金保険の被

保険者記録が確認できる上、申立事業所は、申立期間③当時、同氏は、

現場作業員を管理監督する立場にあったと回答していることから判断す

ると、勤務期間の特定はできないものの、申立人が申立事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、Ｆ事業所は、「正社員に関しては、昭和45年からの源泉台帳

がすべて保管されているが、当該台帳に申立人の氏名は無いことから、

申立人の勤務事実及び給与からの保険料控除が行われた事実については

確認できない。」としている上、複数の同僚から事情を聴取しても、申

立人の申立事業所における勤務実態、厚生年金保険の加入状況、給与か

らの保険料控除をうかがわせる供述は得られない。 

また、前述の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立期間

を含む昭和52年11月16日から54年７月１日までの期間における被保険者

資格取得者の中に、申立人の氏名等は無い。 

５ 申立期間④については、勤務内容に係る申立人の具体的な供述及び同

僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人がＨ事

業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人は、「Ｈ事業所では、事務所の２階と事務所に隣接し

た民家を会社が借り上げ、私を含む10人程度の作業員が生活していた。」

と供述しているところ、申立事業所は、「当時の社会保険関係資料等は

保管されていないが、申立期間④当時、当社で健康保険、厚生年金保険

に加入していたのは、役員、事務員、現場監督及び営業といった従業員

であり、宿舎に居住していた日給月給の作業員は、健康保険、厚生年金

保険及び雇用保険に加入させていなかった。」と供述している上、申立

事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間④

の始期である昭和55年９月時点で確認できる被保険者は、事業主夫婦を

含む４人であることから判断すると、申立事業所では、必ずしもすべて

の従業員を厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえ

る。 



また、Ｈ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間④当時、厚生年金保険の被保険者記録の確認できる４人から供

述が得られたが、これら４人は、自身の業務内容について、申立事業所

が厚生年金保険に加入させていたとする現場監督又は事務員であったと

回答している上、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていたこ

とをうかがわせる供述も得られない。 

さらに、前述の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期

間④を含む昭和46年12月１日から62年１月25日までの被保険者資格取得

者の中に、申立人の氏名等は無く、健康保険整理番号に欠番も無い。 

６ そのほか、申立人が、昭和45年６月16日から同年12月31日までの期間

を除くすべての申立期間について、厚生年金保険料を各事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、関

連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、昭和45年６月16日から同年12月

31日までの期間を除くすべての申立期間に係る厚生年金保険料を各事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の両申立期間に係る標準賞与額の記録については、当該期間のう

ち、平成20年７月７日については26万3,000円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和59年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成17年６月30日 

             ② 平成20年７月７日 

当時勤務していたＡ事業所から、平成17年６月30日及び20年７月７日

に賞与が支給され、当該賞与から厚生年金保険料が控除されているにも

かかわらず、社会保険事務所（当時）における当該標準賞与額に係る記

録が確認できない。 

    両申立期間について、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人が所持する賞与支払明細書及びＡ事業所

から提出された賃金台帳によれば、申立人の平成20年７月７日の賞与から、

26万3,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料が控除されていること

が認められる。   

また、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は、「申立人へ支給した平成20年７月分の賞

与に係る社会保険事務所への賞与支払届の提出を怠っていた。」と供述し

ていることから、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

一方、申立期間①については、申立人が所持する賞与支払明細書及びＡ

事業所から提出された賃金台帳において、申立人の平成17年６月30日に支

給された賞与から、７万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料が控

除されていることが確認できるところ、オンライン記録において、当該標



準賞与額に係る記録は確認できない。 

しかし、事業主は、「申立人へ支給した平成17年６月分の賞与に係る社

会保険事務所への賞与支払届を怠っていたため、同年12月の賞与支払届の

際、申立人の同年６月と同年12月の賞与支給額を合算した額について届出

を行い、当該標準賞与額に見合う保険料を納付した。」と供述していると

ころ、前述の賃金台帳によれば、申立人の平成17年６月30日の賞与額は７

万5,000円、同年12月20日の賞与額は28万円であり、両賞与を合算した金

額35万5,000円は、オンライン記録における申立人の同年12月20日の賞与

に係る標準賞与額35万5,000円と一致しており、申立人の17年６月30日の

賞与から控除された厚生年金保険料額と同年12月20日の賞与から控除さ

れた厚生年金保険料額を合算した金額は、前述の標準賞与額35万5,000円

に見合う厚生年金保険料額と符合している。 

これらのことから総合的に判断すると、事業主は、申立人の平成17年６

月30日の賞与について、同年12月20日の賞与と合算して社会保険事務所に

届出を行ったと推認され、合算したと推認される標準賞与額は、同日のオ

ンライン記録上の標準賞与額と一致していることから、申立期間①に係る

記録訂正のあっせんは行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間の

うち平成15年９月、同年11月及び同年12月は32万円、16年１月は26万円、

同年４月は30万円、同年５月は32万円、同年６月は30万円、同年７月は24

万円、同年８月は26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成15年４月から16年12月まで 

Ａ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、給与か

ら控除された保険料額に見合う標準報酬月額より低いことが分かった。 

当時の給与支払明細書があるので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成15年９月、同年11月から16年１月

までの期間、同年４月から同年８月までの期間に係る標準報酬月額につ

いては、申立事業所から提出された給与台帳等において確認できる厚生

年金保険料の控除額及び報酬月額から、15年９月、同年11月及び同年12

月は32万円、16年１月は26万円、同年４月は30万円、同年５月は32万円、

同年６月は30万円、同年７月は24万円、同年８月は26万円とすることが



妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

前述の給与台帳等において確認できる厚生年金保険料の控除額に見合う

標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致し

ていないことから、事業主は、給与台帳等において確認できる厚生年金

保険料の控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

２ 一方、申立期間のうち、平成15年４月から同年８月までの期間、同年  

10月、16年２月及び同年３月、同年９月から同年12月までの期間につい

ては、申立事業所から提出された給与台帳等において確認できる厚生年

金保険料の控除額に見合う標準報酬月額又は報酬月額に見合う標準報酬

月額が、オンライン記録の標準報酬月額と同額又は低額であることが確

認できる。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間についてその主張

する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

 



徳島厚生年金 事案536 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和14年生 

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和34年ころから39年ころまで 

私は、20歳くらいから25歳くらいまでの期間（申立期間）において、

Ａ事業所で約３か月から４か月間において、Ｂ事業所（現在は、Ｃ事業

所）で約３か月から４か月間において、Ｄ事業所（現在は、Ｅ事業所）

で約４か月間において、Ｆ事業所で約１か月から２か月間において、Ｇ

事業所で約３か月間において、Ｈ事業所で約１か月間において、Ｉ事業

所で約２か月から３か月間において勤務していたにもかかわらず、厚生

年金保険の被保険者記録が無い。 

当時、私は、勤務していた各事業所に、生年月日を「昭和12年＊月＊

日」や「昭和13年＊月＊日」と変更して使用していたこともあるほか、

名前も「Ｊ」、「Ｋ」、「Ｌ」と変更して名乗っていたこともある。 

各事業所で勤務していたことは間違いないため、調査の上、すべての

申立期間について、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立事業所のうち、Ａ事業所については、複数の同僚の供述から判断

すると、期間の特定はできないものの、申立人が当該事業所において勤

務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚３人が記

憶する自身の入社日と厚生年金保険被保険者資格の取得日が約４か月か

ら５か月において相違しているところ、当該同僚のうち一人は、「Ａ事

業所から、雇用期間が３か月を超えないと厚生年金保険には加入できな

い旨の説明を受けた。」と供述していることから判断すると、申立期間



当時、当該事業所では、必ずしもすべての従業員を入社と同時に厚生年

金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

また、Ａ事業所は、「申立人の在籍状況、厚生年金保険料の控除、届

出の有無等については、当時の資料が残っていないため不明である。」

と供述しており、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況及

び厚生年金保険料の控除等が確認できる関連資料及び供述は得られない。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間を含む昭和27年11月

１日から40年５月10日までの期間における厚生年金保険の被保険者記録

に、申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い上、申立人が名乗って

いたとする複数の名前及び生年月日についても確認したが、申立人のも

のである可能性をうかがわせる記載は確認できない。 

２ 申立事業所のうち、Ｂ事業所については、複数の同僚の供述から判断

すると、期間の特定はできないものの、申立人が当該事業所において勤

務していたことは推認できる。 

しかし、申立人のＢ事業所における勤務時期等については、申立人は、

「私の勤務期間は約３か月から４か月間であった。Ｂ事業所で勤務して

いた当時、同社で勤務する以前の期間において、Ａ事業所で一緒に勤務

していた同僚にＢ事業所への入社を勧めた。」と供述しているところ、

当該同僚は、「Ｂ事業所への入社経緯等については記憶していないが、

私は、Ａ事業所を退職した後、すぐにＢ事業所に入社した。」と供述し

ており、Ａ事業所及びＢ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿によれば、当該同僚はＡ事業所において昭和34年７月31日付けで厚生

年金保険被保険者の資格を喪失し、Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業

所に該当することとなった35年３月１日に同資格を取得していることか

ら判断すると、申立人はＢ事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当す

る以前の期間において、同事業所に勤務していたことがうかがえる。 

また、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において厚

生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚は、「Ｂ事業所では試用期

間があり、試用期間中の者は厚生年金保険に加入していなかったと思

う。」と供述していることから判断すると、当該事業所が厚生年金保険

の適用事業所に該当することとなった昭和35年３月１日以降において、

当該事業所では、必ずしもすべての従業員を入社と同時に厚生年金保険

に加入させていたとは限らない状況もうかがえる。 

さらに、Ｃ事業所に照会した結果、「申立人の在籍状況、厚生年金保

険料の控除、届出の有無等については、当時の資料が残っていないため

不明である。」と供述しており、申立人の申立期間における厚生年金保

険料の控除等が確認できる関連資料及び供述は得られない。 

加えて、前述の被保険者名簿において、Ｂ事業所が厚生年金保険の適



用事業所となった昭和35年３月１日から40年８月３日までの期間におけ

る厚生年金保険の被保険者記録に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番

も無い上、申立人が名乗っていたとする複数の名前及び生年月日につい

ても確認したが、申立人のものである可能性をうかがわせる記載は確認

できない。 

３ 申立事業所のうち、Ｄ事業所については、複数の同僚の供述から判断

すると、期間の特定はできないものの、申立人が当該事業所において勤

務していたことは推認できる。 

しかし、Ｄ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

が記憶している同僚の氏名が確認できない上、申立期間当時、厚生年金

保険の被保険者記録が確認できる同僚一人は、申立人と同職種の者で当

該事業所における厚生年金保険の被保険者記録が確認できない者がいる

旨供述していることなどから判断すると、申立期間当時、当該事業所で

は、必ずしもすべての従業員を厚生年金保険に加入させていたとは限ら

ない状況がうかがえる。 

また、Ｅ事業所は、「申立人の在籍状況、厚生年金保険料の控除、届

出の有無等については、当時の資料が残っていないため不明である。」

と供述しており、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況及

び厚生年金保険料の控除等が確認できる関連資料及び供述は得られない。 

さらに、前述の被保険者名簿において、Ｄ事業所が厚生年金保険の適

用事業所に該当することとなった昭和35年７月１日から39年９月１日ま

での期間における厚生年金保険の被保険者記録に申立人の氏名は無く、

整理番号に欠番も無い上、申立人が名乗っていたとする複数の名前及び

生年月日についても確認したが、申立人のものである可能性をうかがわ

せる記載は確認できない。 

４ 申立事業所のうち、Ｆ事業所については、同僚の供述から判断すると、

期間の特定はできないものの、申立人が当該事業所において勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、Ｆ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚４人が記

憶する入社日と厚生年金保険被保険者資格の取得日が約２か月から２年

間において相違しているところ、当該同僚のうち一人は、「２か月から

３か月間は試用期間であり、試用期間中は厚生年金保険に加入させない

旨Ｆ事業所から説明を受けた。」と供述していることから判断すると、

申立期間当時、当該事業所では、必ずしもすべての従業員を入社と同時

に厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

また、Ｆ事業所は、「申立人の在籍状況、厚生年金保険料の控除、届

出の有無等については、当時の資料が残っていないため不明である。」



と供述しており、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況及

び厚生年金保険料の控除等が確認できる関連資料及び供述は得られない。 

さらに、前述の被保険者名簿において、Ｆ事業所が厚生年金保険の適

用事業所に該当することとなった昭和34年６月１日から40年12月１日ま

での期間における厚生年金保険の被保険者記録に申立人の氏名は無く、

整理番号に欠番も無い上、申立人が名乗っていたとする複数の名前及び

生年月日についても確認したが、申立人のものである可能性をうかがわ

せる記載は確認できない。 

５ 申立事業所のうち、Ｇ事業所については、当該事業所に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間当時、厚生年金保険の被

保険者記録が確認できる同僚11人が、「申立人のことは知らない（記憶

していない。）。」と供述している上、当該事業所は、「申立人の在籍

状況、厚生年金保険料の控除、届出の有無等については、当時の資料が

残っていないため不明である。」と回答するなど、申立人の当該事業所

における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除

等が確認できる関連資料及び供述は得られない。 

また、前述の被保険者名簿において、申立期間当時、厚生年金保険の

被保険者記録が確認できる同僚３人が記憶する入社日と厚生年金保険被

保険者資格の取得日が相違していることから判断すると、申立期間当時、

当該事業所では、必ずしもすべての従業員を入社と同時に厚生年金保険

に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、前述の被保険者名簿において、昭和33年８月１日から40年11

月２日までの期間における厚生年金保険の被保険者記録に申立人の氏名

は無く、整理番号に欠番も無い上、申立人が名乗っていたとする複数の

名前及び生年月日についても確認したが、申立人のものである可能性を

うかがわせる記載は確認できない。 

６ 申立事業所のうち、Ｈ事業所については、当該事業所に係る厚生年金

保険被保険者原票において、申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記

録が確認できる同僚33人が、「申立人のことは知らない。（記憶してい

ない。）」と供述している上、当該事業所は既に廃業しており、人事記

録及び給与台帳等を確認することができないなど、申立人の申立期間に

係る勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等が

確認できる関連資料及び供述が得られない。 

また、前述の被保険者原票において、申立期間当時、厚生年金保険の

被保険者記録が確認できる同僚12人が記憶する入社日と厚生年金保険被

保険者資格の取得日が約１か月から２年間において相違している上、当

該同僚を含む７人は、「Ｈ事業所には試用期間があり、試用期間中は厚

生年金保険には加入していなかった。」と供述していることから判断す



ると、申立期間当時、当該事業所では、必ずしもすべての従業員を入社

と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、前述の被保険者原票及びオンライン記録において、昭和33年

８月４日から40年４月５日までの期間における厚生年金保険の被保険者

記録に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い上、申立人が名乗っ

ていたとする複数の名前及び生年月日についても確認したが、申立人の

ものである可能性をうかがわせる記載は確認できない。 

７ 申立事業所のうち、Ｉ事業所については、事業所名簿から厚生年金保

険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、申立人が記憶するＩ事業所の所在地を管轄する法務局において、

当該事業所に係る登記簿謄本を確認することができない。 

さらに、オンライン記録等において、申立人が記憶する同僚二人につ

いて、Ｉ事業所という名称の事業所で厚生年金保険の被保険者記録が確

認できず、当該同僚の連絡先等も確認することができない上、申立人は

事業主の氏名を記憶しておらず、申立内容を確認できる関連資料や供述

が得られない。 

８ 申立人は、各申立事業所で勤務していた期間において、複数の名前及

び生年月日を使用していた旨供述しているところ、オンライン記録によ

り、これら複数の名前及び生年月日で検索しても、各申立事業所におけ

る厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立人が、各申立事業所で勤務したとする期間に係る厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを確認できる

給与明細書等の資料は無く、関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案537（事案237の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和14年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和59年10月から62年６月まで 

             ② 昭和63年10月から平成３年１月まで 

両申立期間については、Ａ事業所に勤務し、申立期間①は同社からＢ

国のＣ現場へ約３年間において、申立期間②はＤ国のＣ現場へ約２年半

において派遣されていたにもかかわらず、両申立期間の厚生年金保険の

被保険者記録が確認できないため、年金記録確認第三者委員会に申立て

を行ったが、記録の訂正には至らなかった。 

    今回、両申立期間当時、申立事業所で勤務していた同職種の同僚の氏

名を思い出したため、再度申立てをすることにした。 

両申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

両申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立事業所において、申立人

が派遣されていたＣ現場の担当者及び申立人と同じ業務に従事していたと

する従業員への聴取結果から、両申立期間当時、必ずしも海外のＣ現場に

派遣されていたすべての従業員が厚生年金保険に加入していたとは限らな

い状況がうかがえること、ⅱ）Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿及びオンライン記録によると、昭和50年４月１日から平成12年７

月21日までの期間において申立人の氏名等は無く、健康保険番号に欠番も

無いこと、ⅲ）申立人は、自身の派遣先での同僚はいなかったとしており、

当時の状況を確認することができないことから、既に当委員会の決定に基

づき平成21年７月22日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

   今回、申立人は、申立人と同様、申立事業所から海外のＣ現場に派遣さ



れていたとする同職種の同僚の氏名を思い出したことを理由に再度申立て

をしているが、当該同僚は、自身の厚生年金保険の加入について、「申立

事業所に採用される際、事業所から厚生年金保険には加入させない旨の説

明を受けたため、国民年金保険料を納付していたと思う。」と供述してい

るところ、オンライン記録及び申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において、当該同僚の厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

ない上、当該同僚が申立事業所において勤務していたとする期間について、

国民年金の被保険者として当該期間の国民年金保険料を納付していること

が確認できることなどから判断すると、両申立期間当時、必ずしも申立事

業所から海外のＣ現場に派遣されていたすべての従業員が厚生年金保険に

加入していたとは限らない状況がうかがえる。 

   そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案538 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、すべての申立期間について、厚生年金被保険者として、厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和12年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和34年４月５日から48年11月30日まで 

② 昭和49年１月７日から50年３月30日まで 

③ 昭和50年４月５日から同年12月30日まで 

申立期間①はＡ事業所で、申立期間②はＢ事業所で、申立期間③はＣ

事業所でそれぞれ勤務していた。厚生年金保険料を控除されていたと記

憶しているのに、厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

調査の上、すべての申立期間について、被保険者記録を訂正してほし

い。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の具体的な供述から判断すると、期間の

特定はできないものの、Ａ事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事業所名簿において、申立事業所は昭和46年１月26日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間①のう

ち、同日から48年11月30日までの期間については、厚生年金保険の適用

事業所に該当していたことは確認できない。 

また、申立事業所は既に廃業しており、事業主の所在も不明であるこ

とから、申立人の勤務実態、厚生年金保険の加入状況、厚生年金保険料

の控除を確認できる関連資料及び供述は得られない。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる者のうち、連絡先が確認

できた４人に照会したが、申立人について記憶する者はおらず、申立人

が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことをうかがわせる供述は得られない。 



加えて、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、昭和33年１月16日から最後に厚生年金保険被保険者の資格を取得し

た被保険者の資格取得日である43年３月６日までの期間における被保険

者資格取得者の中に、申立人の氏名は無く、健康保険被保険者番号に欠

番も無い。 

２ 申立期間②について、申立人の所持する勤務していた事業所について

記載した自筆の資料及び供述から判断すると、期間の特定はできないも

のの、Ｂ事業所で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事業所名簿において、申立期間②を含めて、申立事業

所が厚生年金保険の適用事業所に該当していたことは確認できないとこ

ろ、申立事業所の事業主は、「当社は、申立期間②当時も現在も厚生年

金保険に加入していない。」と供述しており、オンライン記録において、

当該事業主の申立事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認でき

ない。 

また、申立人は、申立期間②当時の同僚について記憶しておらず、厚

生年金保険料の控除について確認できる供述を得られない。 

３ 申立期間③について、申立人の所持する勤務していた事業所について

記載した自筆の資料及び供述から判断すると、期間の特定はできないも

のの、Ｃ事業所で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事業所名簿において、申立事業所が昭和39年４月６日 

から同年８月31日までの期間に、厚生年金保険の適用事業所に該当して

いたことは確認できるものの、申立期間③当時、厚生年金保険の適用事

業所に該当していたことは確認できない。 

４ このほか、Ｄ市区町村の国民健康保険の記録及び国民年金被保険者名

簿によると、すべての申立期間当時、申立人は国民健康保険及び国民年

金に加入していたことが確認できる上、申立人のすべての申立期間に係

る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、 

      申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年 

金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることは 

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案539 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和27年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成12年４月から20年６月まで 

私は、平成12年４月からＡ事業所に勤務している。ねんきん定期便で

厚生年金保険の標準報酬月額を確認したところ、申立期間の標準報酬月

額が実際に支給された給与額よりも低額になっている。当時の給与支払

明細書があるので、給与額に見合った標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律(以下「特

例法」という。)に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準

報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

なお、特例法に基づき記録の訂正等が行われるのは、上記の額が社会保

険庁（当時）の記録を上回る場合である。 

 申立人が所持する給与支払明細書及びＡ事業所から提出のあった賃金台

帳において、申立期間のうち、平成 12 年４月の報酬月額は、オンライン記

録の標準報酬月額よりも低額であり、同年４月の厚生年金保険料の控除額

に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額であるこ

とが確認できる。 

また、前述の給与支払明細書及び賃金台帳において、平成 12 年５月から

20 年６月までの報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額で



あることが確認できるものの、当該期間の厚生年金保険料の控除額に見合

うそれぞれの標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額であ

ることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 


